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• 名称 
    公益社団法人 日本介護福祉士養成施設協会 
 

• 概要 
  「社会福祉士及び介護福祉士法」（昭和62年法律第30号）に定める介護福祉士養成施設（一般に、介
護福祉士を養成する専門学校、短期大学、大学）の全国団体です。1988（昭和63）年4月、わが国で初め
て開校した25校の有志が呼びかけて翌1989（平成元）年4月28日任意団体として発足し、1991（平成3）年
3月27日社団法人として厚生大臣から設立許可されています。平成25年4月1日公益社団法人に移行しま
した。 

      
• 事業目的 

 介護福祉士養成施設の教育の内容充実及び振興を図るとともに、介護に関する研究開発及び知識の
普及に努め、もって国民福祉の増進に寄与することを目的としています。 

 

• 会員 
全国の介護福祉士養成施設が入会しています。 
会員は養成施設の代表者で375名(2019年5月現在)。 

 

介養協の概要 
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（かいようきょう） 



1-1 介護人材の必要数 

（厚労省：第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数
について） 
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１ 在留資格介護について 
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1-2 外国人介護人材受入の仕組み 



ビザ（査証）   在留資格 

外国人が日本へ入国しても支障がないと判断

したことを、日本の入国管理局に紹介するもの 
内容 

外国人が日本において適法で在留・活動する

ために必要な資格（許可） 

外務省 取扱い官庁 法務省 

海外の日本大使館や総領事館等（在外公館）

／日本入国前 
審査場所 入国管理局（入国審査官） 

日本入国前 発給時期 日本入国後 

パスポート（旅券）内に１ページ大のシールとし

て貼付 

発給後の 

取扱い 

中長期在留者には、「在留カード」を交付する

が、中長期在留者以外には、パスポート（旅

券）内に証印シールを貼付 

 

 

1-3 ビザ(査証)と在留資格の違い 
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背景 

★質の高い介護に対する要請 

 高齢化の進行等に伴い，質の高い介護に対する要請が高
まっている。 
★介護分野における留学生の活躍支援 
 現在，介護福祉士養成施設（＝大学，専門学校等）の留学生が介
護福祉士の資格を取得しても，我が国で介護業務に就けない。 
 
 
 
 
 
 
 

在留資格「介護」の創設 

在留資格「介護」による受入れ 
（参考）インドネシア，フィリピン，ベトナムとの 

   ＥＰＡ（経済連携協定）による受入れ 

「日本再興戦略」改訂2014（平成26年6月24日閣議決定） 
 

担い手を生み出す ～ 女性の活躍促進と働き方改革 
  外国人が日本で活躍できる社会へ 
 

（持続的成長の観点から緊急に対応が必要な分野における新
たな就労制度の検討） 

○ 我が国で学ぶ外国人留学生が，日本の高等教育機関を卒
業し，介護福祉士等の特定の国家資格等を取得した場合，引
き続き国内で活躍できるよう，在留資格の拡充を含め，就労を
認めること等について年内を目途に制度設計等を行う。 

入管法別表第１の２に以下を追加 
 
 
 
 介護 

本邦の公私の機関との契約に基づいて介護福祉士の資格
を有する者が介護又は介護の指導を行う業務に従事する
活動 

○要介護者   608万人（H27年度） 
○介護従事者 183万人（H27年度） 
○今後の需要 H37年度に約250万人必要 

（参考） 
介護福祉士登録者数 
  139.8万人（H27年度） 
介護福祉士養成施設数 
  379校（H27年4月） 
 

【留
学
】 

介護福祉士資格取得（登録） 

介護福祉士として業務従事 

（
注
２
） 

【
介
護
】 

 

外国人留学生として入国 

介護福祉士養成施設 
（２年以上） 

【特
定
活
動
（Ｅ
Ｐ
Ａ
）】 

※【 】内は在留資格 

（注１）平成29年度より，養成施設卒業者も国家試験合
格が必要となる。ただし、平成33年度までの卒業者
には卒業後５年間の経過措置が設けられている。 

 

介護福祉士養成施設 
（２年以上） 

介護福祉士候補者として入国 

〈就労コース〉 

４年目に介護福祉士 
国家試験を受験 

介護施設・病院で就
労・研修 

〈就学コース〉 

（注１） 
（注１） 

（フィリピン，ベトナム） 

本邦の介護福祉士養成施設を卒業した外国人が，平成29年4月から改正法施行まで

の間に，介護福祉士として介護又は介護の指導を行う場合については，特例措置と
して「特定活動」を許可 

（注２）特例措置について 

平成２９年９月１日施行 
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1-4 在留資格「介護」の創設 



1-5 介護福祉士を目指す外国人留学生が経験する一般的なルート 

外国人留学生として入国 

日本語学校 

介護福祉士養成施設（２年以上） 

介護福祉士資格取得（登録） 

【】内は在留資格 
（注）平成29年度より、養成施設卒業者も国家試験合格が必要となる。ただし、平
成33年度までの卒業者には卒業後５年間の経過措置が設けられている。 

【
留
学
】 

介護福祉士として業務従事 

【
介
護
】 

【特定活動】 
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1-6 EPA（介護）の受入人数 
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インドネシア フィリピン（就労） ベトナム 

※累計で4265人 
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17 94 

257 

591 

1142 

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 

外国人留学生入学者数の推移 

留学生数 

2-1 外国人留学生の入学者数 

2 介護福祉士を目指す外国人留学生の状況 



2-2 介護福祉士養成施設入学者数の推移 

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 

養成施設数（課程） 406 379 401 396 386 

入学定員（人） 18,041 17,769 16,704 15,891 15,506 

入学者数（人） 10,392 8,884  7,752  7,258 6,856 

  離職者訓練（人） 1,911 1,626 1,435 1,307 867 

留学生内数（人） 17 94 257 591 1,142  

出身国数 5か国 9か国 15か国 16か国 20か国 

入学者に占める留学生

割合 
0.2% 1.1% 3.3% 8.1% 16.7％ 
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（上記は日本介護福祉士養成施設協会調査による回答校の集計値） 



平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 

ベトナム 2 39 114 364 542 

中国 12 27 53 74 167 

ネパール - 15 35 40 95 

インドネシア - 1 4 17 70 

フィリピン 1 - 28 35 68 

スリランカ - 1 2 1 47 

ミャンマー - 6 5 10 34 

インド - - - 4 33 

韓国 - 2 3 23 31 

モンゴル - 1 1 10 19 

カンボジア - 2 3 - 12 

台湾 1 - 5 8 7 

バングラデシュ - - - - 7 

タイ - - 1 - 4 

その他の国 1 - 3 5 6 

合計 17人 94人 257人 591人 1,142人 

受入校数 10校 29校 49校 96校 136校 

出身国数 5か国 9か国 15か国 16か国 20か国 

2-3 入学者の国籍と人数 
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出身経路 
経路別の 

構成比 

1.出身国からの 

 直接入学 
7.5% 

2.日本国内の 

 日本語学校からの入学 
80.1% 

３.日本国内の日本語学校 

 を除く他校から入学 
8.5% 

4.日本国内既就労者の 

 入学 
1.5% 

5.その他 2.4% 

計 100% 

2-4 平成30年4月入学の外国人留学生の出身経路 
 



日本介護福祉士養成施設協会 
 
 
 
 

介護福祉士養成施設 
 

報
告 

・留学生に関する情報の収集 
・留学生に対する支援（支援
員の派遣） 

※留学生を受け入れている養成施設 

・留学生等に関する
情報の提供 
・留学生等が抱える
課題等の相談や支
援員の派遣要請 

連携して留学生等に
対する支援を実施 

＜事業イメージ＞ 

指
示 

国（厚生労働省） 

介護福祉士を目指す留学生 

相談 

介護現場で働く卒業生 

相談 

 留学生の人数や抱える課題等の実態把握、支援事例の蓄積 
 相談窓口や管理支援体制の整備 
 留学生の支援や養成施設卒業者の継続的なフォロー 等 

 3 介護福祉士を目指す外国人留学生等に対する相談支援等の体制整備事業 

卒業生が働く特養など 

相
談 

相談内容の情報提供や支援内容の相談 

事業者団体によるフォロー 

協力 
依頼 

平成３０年度事業 

職能団体・事業者団体 
（経営協、老施協、全老健、介護福祉士会等） 
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＜事業の目的＞ 
 平成 28 年 11 月に「出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律」が成立・公布され、新たに在留資格「介護」が創設され、平成 29 年９月より
施行されているところである。これにより、介護福祉士の資格を取得し、日本国内で介護の業務に従事するため、介護福祉士養成施設への外国人留学生が増
加していくことが予想される。 
 このような介護現場における専門人材として活躍が期待される外国人留学生等の実態把握を行うとともに、外国人留学生等の抱える課題に対する相談支
援や日常生活面における支援を実施する体制を整備することにより、外国 人留学生が円滑に学習・就労等を行うことができるよう支援することを目的とする。  

７支部 
（北海道・・・九州） 

本部 
 相談支援センター 

3-1 事業の概要 



【体制のイメージ】  

日本語の専門家、国内労働法規に精通した者、介護分野の学習面・就職の指導に適した者等を配置 

多言語（日本語、英語、中国語、ベトナム語等）対応に配慮 

 

【相談対応】 

各方面からの各種相談に対し、助言の実施 

 

【相談対応に関する情報提供】 

HPの充実 

HPの多言語化 

相談事例の閲覧・検索機能 

ツールの充実 

日本の介護の紹介等留学生支援に資するパンフレット作成 等 

本部業務推進委員会 

支部業務推進委員会 

ア．外国人留学生等の現状分析 
イ．外国人留学生等に対する

相談支援好事例のとりまとめ 

ア．外国人留学生及び養成施

設等の実態把握 
イ．外国人留学生及び養成施

設等からの相談事例の集約 

ウ．効果的な相談支援体制の検討  

エ．成果の公表 

事業推進委員会の設置・運営 相談支援センターの運営・管理 

支部または関係機
関等への協力要請 

養成施設等への 
ヒアリングの実施 

海外の 
情報収集 

相談業務を早期に開始、本部及び全支部において相
談事例を容易に共有 
 

外国人留学生、養成校、日本
語学校、介護施設等との関係
性の緊密化 

送り出し国の教育機
関から情報収集を行
い、把握したニーズに
対する対応方法の検
討を行い結果を取りま
とめ、各養成校等に周
知。 

介護の紹介や、在学中の学習や日常生活、修学資金貸付制度、
各種奨学金制度、留学生が卒業後現場で活躍している事例の紹
介などの情報提供 

留学生支援に資するパンフレット等を作成 

留学生受入支援（留学を志す者への情報提供、養成校での学習、日常生活、アルバイ
ト、就職先の選択、就労状況など）に対する検討を行い効果的な支援体制の整備を図る 

本部の協力要請に基
づく相談支援の実施 

養成施設の職員から、
外国人留学生からの
相談の種類や内容等
の実情を確認する。 

相談支援センターの運営のため、 
持続可能な連携体制・連携方法の構築 

事業内容(2) 事業内容(3) 

事業内容(4) 

事業内容(5) 

事業内容(6) 事業内容(7) 

事業内容（１） 事業実施体制の構築 
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3-2 事業の主な内容 



3-3 事業の成果物一覧 
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集計・分析の実施 

介護福祉士を目指す留学生 

相談 

各種アンケート結果 

対象 名称 

介護福祉士養成施設 
外国人留学生を受け入れる介護福祉士養成施設向け 

相談支援体制構築の手引き 

介護福祉士養成施設 相談支援事例集 

介護施設 
外国人介護人材を受け入れる介護施設職員のための 

ハンドブック 

本部・支部委員会委員等 アンケート調査 報告書 

外国人留学生及びその関係者 相談支援センターホームページなんでもQ&A 

各種ヒアリング結果 



4-1 相談支援センターのパンフレット 
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4 相談支援センター 



4-2 相談支援センターの概要（その１） 
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4-3 相談支援センターの概要（その２） 
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3月31日限りで専

門スタッフの配置
を中止しています 



4-4 相談支援センターへの相談内容 
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ビザ 
36% 

就職・採用 
11% 

養成施設入学 

10% 

生活費 
10% 

修学資金・奨学

金 
9% 

学習内容 
8% 

日本語 
3% 

その他 
13% 

相談内容ごとの割合 



5-1 ホームページの概要（その１） 
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5 相談支援センターホームページ 



ホームページのコンテンツ 
• 相談フォーム 

    フォームに入力することにより、相談支援センターへメールで送信 

• なんでもQ&A 
    外国人留学生向けQ&Aなど（今後逐次増強予定）     
• 受入学校一覧 
    外国人留学生を受け入れる養成施設の一覧（絞り込み可） 

• 介護福祉士を目指す留学生に関すること 
    世界の国々と日本の高齢化、介護福祉士とは など 

 

5-2 ホームページの概要（その２） 
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6-1 外国人留学生に対するアンケートの結果の一部（その１） 

勉強についていけないから

プライベートな理由（家族、
趣向に関わる理由）から

日本で暮らしていくのが
大変だから

介護以外を学べる学校に
行きたいから

別の介護福祉士養成校へ
行きたいから

その他

問22-1. あなたが、介護福祉士養成校を辞めたいと思ったのはなぜですか。
（複数選択） (n=216)

32.9 

29.6 

16.2 

13.0 

4.2 

23.6 

0% 10% 20% 30% 40%

全体(n=216)
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6 アンケートについて 



6-2 学校に対するアンケートの結果の一部（その１） 

問18．貴校では、留学生を対象とした独自の教育を実施して
いますか。（１つ選択） (n=114)

現在、実施している
41.2%

現在、実施していない
が、今後、実施する予定・

計画がある

2.6%

現在、実施していない
が、これから実施の検討

をしていく予定

32.5%

現在、実施しておらず当
面、実施する予定もない

18.4%

その他
5.3%
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6-3 外国人留学生に対するアンケートの結果の一部（その２） 
 

問5.あなたが、日本の介護福祉士養成校に入学しようと考
え始めた時期はいつですか。（１つ選択） (n=454)

日本において、日本

語学校に通っていた

とき

42.7%

母国において、日本

語学校に通っていた

とき

22.5%

母国において、看護の学校（大

学、専門学校、高等学校等）に

通っていたとき

13.4%

母国において、看護

師として働いていた

とき

4.4%

母国において、看護以外

の学校（大学、専門学

校、高等学校等）に通っ

ていたとき

3.5%

日本において、介護

に関連した職場で働

いていたとき

3.5%

母国において、介護に関連

した職場で働いていたとき

2.0%

母国において、看護師や

介護に関連した職場以外

の職場で働いていたとき

1.8%

日本において、看護師や介

護に関連した職場以外の

職場で働いていたとき

1.3%

日本において、看護

師として働いていた

とき

1.1%

その他

3.7%
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日本で働きたかったから

日本の介護技術を学びたかったから

将来、日本の介護福祉士の
専門知識・技術、そして経験を

生かして母国で仕事がしたいから

平成33年度末までに養成校を卒業して
介護施設・事業所に5年勤め続ければ、

介護福祉士の試験の合否にかかわらず、
日本に在留し続けることができるから

母国で取得した自分の資格やキャリアが
日本で介護業務に生かせると思ったから

その他

問6.あなたが、日本の介護福祉士養成校に入学しようと思ったのはなぜですか。（複数選択） (n=449)

46.8 

37.6 

34.3 

16.9 

12.9 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

全体(n=449)
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6-4 外国人留学生に対するアンケートの結果の一部（その３） 
 



7-1 介護福祉士国家資格の取得を目指す外国人留学生に対する修学資金等の貸付け 

【実施主体】 

 都道府県又は 

 都道府県が適当と認める団体 

介護福祉士養成施設 

の学生 

 

養成施設入学者への修学資金貸付け 

○貸付額（上限）  

介護福祉士養成施設修学者 
 ア 学    費    5万円（月額） 

 イ 入学準備金 20万円（初回に限る） 

 ウ 就職準備金 20万円（最終回に限る） 

 エ 国家試験受験対策費用 4万円（年額）  等 
貸 

付 

【福祉・介護の仕事】 

借り受けた修
学資金等の返
済を全額免
除。 

５年間、介護の仕事に継続して従事 

事業実施スキーム 

入学 
在留資格「留学」により 

入国した留学生 

卒業、 

資格取得 

資格取得後、介護業務に従事することで 

在留資格「介護」により長期滞在可能 

借り受けた修
学資金を実施
主体に返済。 

（途中で他産業に転職、 
自己都合退職等） 

○ 平成２９年９月より在留資格「介護」が創設されたことにより、在留資格「留学」による留学生が留学中に介
護福祉士国家資格を取得し、介護業務に従事することで日本に長期間滞在できることとなった。 

○ これにより、今後、日本に留学する外国人が介護福祉士養成施設に入学し、介護福祉士の資格を取得する者が
増加することが見込まれる。 

○ このため、こうした者が養成施設で修学する際に必要となる費用等について貸付けを行い、介護福祉士の資格
を取得後、日本国内で高度人材として就労し、介護サービスの生産性の向上に寄与できるよう、その受入環境の
整備を早期に図りつつ、国内での介護人材の確保を加速化するため、介護福祉士修学資金等の充実を図る。 

25 

7 お金について 



26 滞在費の支弁方法等（生活費，学費及び家賃について記入すること。）※複数選択可 
 (1)支弁方法及び月平均支弁額 
  □ 本人負担     円 □ 在外経費支弁者負担     円 
  □ 在日経費支弁者負担     円 □ 奨学金     円 
  □ その他     円 
 (2)送金・携行等の別  
  □ 外国からの携行     円 □ 外国からの送金     円 
  （携行者     携行時期     ） □ その他     円 
 (3)経費支弁者（複数人いる場合は全てについて記入すること。）※任意様式の別紙可 
  ①氏 名    .         
  ②住 所     電話番号    .      
  ③職業 （勤務先の名称）     電話番号    .     
  ④年 収     円 
 (4)申請人との関係 （上記(1)で在外経費支弁者負担又は在日経費支弁者負担を選択した場合に記入） 
  □ 夫 □ 妻 □ 父 □ 母 □ 祖父 □ 祖母 □ 養父 □ 養母 
  □ 兄弟姉妹 □ 叔父 （伯父）・叔母（伯母） □ 受入教育機関 □ 友人・知人 
  □ 友人・知人の親族 □ 取引関係者・現地企業等職員 
  □ 取引関係者・現地企業等職員の親族 □ その他 （     ） 
 (5)奨学金支給機関 （上記(1)で奨学金を選択した場合に記入）※複数選択可 
  □ 外国政府 □ 日本国政府 □ 地方公共団体 
  □  公益社団法人又は公益財団法人（     ） □ その他 （     ） 
 

7-2 在留資格「留学」の申請書の記入項目（抜粋） 
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